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るNPO法人が資金獲得という問題に直面しつづけていることをかんがみ、さらにはNPOが多様な
財源から資金を獲得するためには地域コミュニティあるいは社会におけるソーシヤ/レ・キャピタ
ノレの形成が必要不可欠であるこ左を踏まえれば、市民社会の基盤を形成するNPOの役割をソ←シ
ヤル・キャピタノレの視点から議論することの重要性は大きい。
したがって、本論文では、市民社会の形成において鍵となる要因であるソーシヤノレ・キャピタ
ルとNPOについて経済学的な視点から分析を行い、その影響および形成要因を明らかにし、政策
的含意を提示することを目的としている。論文の構成としては、第1部では地域コミュニティにお
けるソーシャル・キャピタルの役割を重点とし、第2部ではソーシヤル・キャピタノレの形成とNPO
の役割を中心に分析を行う。以下、各章の問題関心と概要について述べておきたいロ
第1部 地域コミュニティにおけるソーシヤル・キャピタルの役割
第1部第1章は「ソーシャル・キャピタルと地域コミュニティ」左題し、ソーシヤル・キャピタル
と地域コミュニティをめぐる議論ど視点についての整理を行い、内閣府 (2005)のデータを用い
て都市の規模によるソーシヤル・キャピタノレの存在量と地域コミュニティの状態について現状把
握を行った。本章の貢献は、近年のソーシヤノレ・キャピタルの議論でブリッジング(橋渡し)型ソ
ーシャル・キャピタルの形成を促進することへ注目が集まっているが、ボンディング(結束)型ソ
ーシヤル・キャピタルの併せて形成が地域課題の克服に必要不可欠であることについて示唆を得
た点にある。
第l部第2章は「ソーシャル・キャピタルが居住継続意思に与える影響j と題し、ソーシヤル・
キャピタルのネットワーク要素として捉えられる地域活動への参加に著眼し、地域に住み続けた
いという意思に影響を与えているかについて分析を行った。定住政策は行政課題として長年検討
がなされてきているが、ソーシャル・キャピタルの形成がその促進方策に寄与することを仮説とし、
株式会社H本総合研究所 (2007) のデータを用いて計量分析を行った結果、プリッジング型ソー
シヤノレ・キャピタルの影響は有意に示されなかったが、ボンディング型は有意に正の影響を及ぼし
ていることが明らかとなった。
第l部第3章は「ソーシャル・キャピタノレが犯罪認知リスクに与える影響」と題し、ボンディン
グ型、ブリッジング型、そしてリンキング型の指標を変数として用い、日本版総合的干上会調査
(JGSS)の2006年版データによって計量分析を行った。近年地域コミュニティにおいて安全安心を
枕詞にさまざまな取り組みが行われているが、犯罪被害に対する恐怖感は高まっている。一方、
犯罪統計では犯罪発生の減少を示しており、体感治安と実態の事離が問題となっている。解消の
糸口には、ソーシヤノレ・キャピタルの諸要素が有効であると考えられる c 分析の結果、ソーシヤノレ
・キャピタルが好影響とともに悪影響も及ぼしかねないことについて示唆を得た。
第l部第4章は「ソーシャル・キャピタルと幸福感」と題し、個人の幸福感の規定要因としての
ソーシヤル・キャピタルがどのような影響を与えているかについて、 JGSSの2005年版データを用
いて分析を行った。幸福への影響については、所得や失業など主たる経済環境変数の影響が大き
いことが明らかにされているが、社会環境要因であるソーシャル・キャピタルを視点、にすることに
よって、日本社会における豊かさの向上に関する新たな政策課題の導出を試みることとしたロ
第2部 ソーシヤル・キャピタノレの形成i=NPOの役割
第2部第1章は「地方自治体のコミュニティ政策とNPOJ と題し、ソーシヤル・キャピタルの形
成主体として議論されているNPOと地方自治体のコミュニティ政策との関係について分析を行っ
た。ソーシヤノレ・キャピタノレの議論においてアソシエーション化が注目されるが、日本ではそれ
を表すものとしてNPO法人が挙げられる o そこで、地方自治体のコミュニティ政策がNPO法人の
活動にrのような影響を与えているかについて分析を行った。関西社会経済研究所 (2005)の調
査デ)タを用い、言卜量モデルによる実証分析を行った結果から、 NPO法人の活動の多様性に行政
の業務委託、補助金に上る支援、減免制度の措置、そして専門部署の設置が寄与していることが
明らかとなった。
第2部第2章は fNPO法人の自立性と行政委託事業収入Jと題し、前章で有意に正の影響を及ぼ
しているとされた行政委託がNPO法人の自立性にどのような影響を与えているかについて議論を
行った。近年、 NPO法人が行政の下請け化していることの指摘がなされているが、市民社会の形
成およびソーシャル・キャピタルの形成にはNPOの自立が必要である。また、 NPOに特有でらある
多様な財源へのアクセスが自立性の基盤となる雇用環境にどのような影響を与えているかについ
て検証を試みたG 分析の結果から、継続的かっ質の高い財やサービスの供給をNPO法人が行って
いくためには、社会の信頼を獲得し、財源の多様性を確保しつつ財政基盤および雇用基盤を確立
することが重要であることの示唆が得られた。
第2部第3章は fNPO法人の財源多様性の要因分析Ji=題し、前章でNPOの自立性に重要である
とされた財源多様牲について、 NPO法人の財務データをもとに分析を行った。 NPO法人について
は、 1998年の特定非営利活動促進法の制定から現在に至るまで財務的基盤の脆弱牲が指摘され続
けており、多様な財源からの資金獲得を行うためには伺人を始め、企業や政府との関係を構築す
る必要がある o 日本で初めてNPO法人の財務データを使用可能としたNPO法人財務データベース
(大阪大学NPO研究情報センター)を用い、多様性指標を作成し、計量モデルによって影響要因
を抽出した。
第2部第4章は fNPO法人の財源多様性が存続牲に与える影響」と題し、財源多様性がどのよう
な内容をもつことがNPO法人の存続性に寄与するかを問題意識として分析を行った。近年、 NPO
法人が事業化を目指すことを求められるようになっているが、寄付や会費などの多様な財源も確
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